
日本共産党
横浜市会議団
2015年11月25日号

横浜市中区港町1-1(市庁舎内）

電話 671-3032 FAX 641-7100

E-mail:info@jcp-yokohama.com

http://www.jcp-yokomhama.com/

横浜市は、男女共同参画社会基本法、DV防止

法、女性活躍推進法にもとづき、第４次横浜市

男女共同参画行動計画の素案を示しました。日

本共産党横浜市議団は20日、この素案の意見募

集にあわせ、計画策定にあたっての提案・要望

を市長に申し入れました。

女性の再就職率が低い横浜市

女性の年齢階級別労働力率は、結婚・出産で

一旦下がりその後再び上昇するＭ字曲線を描く

ことが知られています。横浜市では、全国や政

令指定都市平均に比べて、このＭ字曲線の底が

深く、再就職率も低くなっています(下図参照)。

素案には「誰もが安心と成長を実感できる日

本一女性が働きやすい、働きがいのある都市の

実現に向けて」という副題がついています。こ

れを実現するためには、男女の賃金格差をなく

し、正規・非正規に関わらず同じ待遇を保証す

ること、女性が働きやすい環境整備を行うこと

が、不可欠です。

働きやすい環境整備を

申し入れでは、男女間賃金格差の是正の取り

組みを重点施策として明確に位置づけ、具体的

な事業を定めること、保育所・学童保育・高齢

者福祉の充実、中学校給食の実施、小児医療無

料化の拡充など16項目の改善を求めました。ま

た、国に対して、男女雇用機会均等法に「すべ

ての間接差別の禁止」を明記すること、最低賃

金を1,000円以上に引き上げることなどを要望す

るよう、求めました。

申し入れに当たり、みわ智恵美議員は住民に

身近な区役所に就職などに関する相談窓口を設

けてほしいと述べ、大貫憲夫団長は自営業を支

える女性の労働を正当に評価するために所得税

法56条(注)を廃止するよう国に強く申し入れる

よう、求めました。

対応にあたった池戸淳子女性活躍・男女共同

参画担当理事は、女性が働きやすい環境をつく

るためには男性の働き方も変え

ていかなければならないと述べ、

共産党からの意見も市民の声と

して受け止めたいと述べました。

(注)所得税法56条：個人事業主による

配偶者と親族への対価の支払いを、税

法上、必要経費から排除。所得から控

除される配偶者と親族の働き分は低額

で、家族従業者の社会的・経済的自立

を妨げています。
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